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各地域包括ケア推進会議における論点



包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

医師 1 3

1 歯科医師 1

薬剤師 1 通所介護 1

2 看護師 訪問介護

作業療法士 1 訪問看護

高支連 医療相談員 5

生活支
援CO

1 理学療法士 3

警察 1

消防

民間団体 1 22

4 医師 1 7

1 歯科医師 2 1

薬剤師 1 通所介護 2

1 看護師 訪問介護 1

作業療法士 訪問看護 1

高支連 医療相談員 7

生活支
援CO

1 理学療法士 2

警察

消防

32

〇免許返納後、移動手段
がなくなり、独居生活が
難しくなっているが、積
極的な支援に繋がらない
ケース

〇時間帯によってバスの本数
を増やすことやバス停の位置
などの意見を集める
〇車いす利用者のバス停利用
状況をつかむ

〇割引申請を町会で一括実施
〇バスコース付近でない住民
の調査を行う
〇半額申請の簡単な方法を周
知する

〇コミュニティバスを利用
する目的把握にアンケート
調査を行う

ア

イ

〇同居家族による高齢者
虐待が疑われる事象を支
援者が複数回確認した
後、包括へ相談すること
となった事例

○普及啓発をする際、受け入
れやすい言葉に置き換えて伝
達する
○市が貸出している普及啓発
DVDを積極的に活用する

○自治会の集まり等でDVD
の上映をする

ア

高齢者虐待防止の知
識の普及が不十分で
あり、高齢者への虐
待が疑われる際の通
報義務の認識に差が
ある

ウ

イ

市社協

町会 ケアマネ

明第２
東地域
包括支
援セン
ター

7月26日

地域において虐
待防止の知識を
普及するために
はどのような取
り組みが考えら
れるか

介護事業者

ボランティア

小規模多機
能

地域包括

合計

特別養護老
人ホーム

市役所

民生委員

地区社協

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

馬橋地
域包括
支援セ
ンター

7月1日

町会 ケアマネ

〇高齢者とペッ
トの課題にどう
対処するか

 〇高齢者の移動
支援をどのよう
に行うか

〇互いに見守り
支えあうことが
できる地域づく
りの推進

地区社協

市社協

民生委員

地域包括

介護事業者

ボランティア

グループ
ホーム
小規模多機
能

合計

市役所

高齢者とペットの課
題にどう対処するか

〇ペットが生き甲斐に
なっ ていることでスムー
スに介護サービスの話が
進まない事例

〇ペット好きな人とそうでは
ない人をお互いに理解する普
及啓発を行う
〇ケアできる家族、ご近所の
つながり、月1回でも世話し
てくれる人の情報を収集する

〇ペット預かりボランティ
アとの協力体制を作る
〇地域にアンケートをとる
〇気心知れている者同士で
動物好きご近所マッチン グ
の仕組みを考える
〇飼い主の意識向上をめざす

〇ペット飼育の普及啓発

高齢者の移動支援を
どのように行うか
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

2 医師 1 3

1 歯科医師 1

1 薬剤師 1 通所介護

2 看護師 福祉用具 1

作業療法士 1 訪問看護 1

高支連 1 医療相談員 1 4
生活支
援CO

1 理学療法士 1

警察

司法書士 1 1

UR機構 2 28

1 医師 2 8

1 歯科医師 1

1 薬剤師 1 通所介護

1 看護師 1 訪問介護

理学療法士 1 訪問看護 1

高支連 1 学校長 4 6

生活支
援CO

1 理学療法士 2

警察 1

消防

35

担い手(地域活動者)確
保に係る課題

〇各事例の中から、高齢
化率50％を超える団地地
域では担い手人材を確保
するのが難しいとの課題
が出された事例

〇地域活動の仲間を増やす

〇地域の活動を知るイベント
を開催。継続への支援。
〇各種教室の参加者に「出来
ること探し」のアプローチを
して支えられる側の、支え手
側への変換を計りマッチング
する仕組みを検討する。

〇近隣住民からの情報(困り
ごとなど)を収集。
〇居場所づくりの場を提供
〇認知症や障がい者の見守り
ポイントなどを学び一回の見
守りでまるごと見守りができ
るような仕組みを検討。
〇施設等は高齢者や障がい者
の雇用や登用を推進。
〇見守りを望まない人に対す
る支援は引き続き検討。

〇地域住民は、新聞が溜ま
る、電気が点かない等を見守
りを継続する。

〇70代独居。家族や近隣
住民との関わりは無し。
病院を受診しない内に、
体調悪化。仕事を失い経
済的に困苦。追い詰めら
れた中でやっと助けを求
めてきた事例

孤立・孤独に係る課
題ア

イ

五香松
飛台地
域包括
支援セ
ンター

9月30日

コロナ禍で多分
野・地域共生社
会を築くために
は

ア

〇認知症
〇成年後見
〇多分野・地域共生

〇世帯員各々に課題があ
るが、関係機関の連携が
円滑に図れない事例。
中学生の孫が不登校で学
力が低下した事例

〇スクールソーシャルワー
カーと不登校児や学力低下の
児童とカウンセラーの資格を
持つ高齢者のマッチングを協
議中。

〇学校との連携
介護事業者

ボランティア

イ

〇医療・介護連携
〇見守り
〇多分野・地域共生

〇ゴミ屋敷で支援拒否が
あり、地域も含め介入が
困難な事例

〇困りごとの相談先について
掲示板や回覧板等での普及啓
発を行う。
〇見守りパトウォークの継続

ウ

〇見守り
〇医療・介護連携
〇多分野・地域共生

〇介入拒否が強く、地域
からも孤立しているセル
フネグレクト事例

〇民生委員、高支連、町会長等
地域関係者と連携し、地域づく
りに取り組んで行く。
〇「知らない事を知る」という
テーマを地域ケア推進会議や地
域作り交流会等で共有認識し、
継続審議を行う。

合計

〇高齢者だけではなく誰でも
（子ども・障害児（者）・そ
の保護者）参加できる居場所
を作りたい

〇相談先を明確にする。
高齢者は包括。障がいや引き
こもりの相談は常盤平基幹相
談支援センター（ふれあい
22

介護事業者

ボランティア

1. 個別事例の検
討から把握され
た地域レベルの
課題について
2. 地域レベル
の課題解決の取
り組みについて

市社協

地域包括

常盤平
団地地
域包括
支援セ
ンター

7月1日

小規模多機
能

合計

民生委員

市役所

町会

地区社協

ケアマネ

特別養護老
人ホーム

ケアマネ

地区社協

町会

市社協

民生委員

地域包括

市役所

〇地域の関係性が希薄となり、
どんな方が住んでいるか分から
ず、イメージが先行し誤解を招
くこともある。向こう三軒両隣
の関係性を構築していきたい。

特別養護老
人ホーム

小規模多機
能

2



包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

1 医師 1 1

歯科医師 1

薬剤師 1 通所介護

1 看護師 訪問介護

作業療法士 訪問看護 1

高支連 医療相談員 3

生活支
援CO

理学療法士 2

警察

消防

12

11 医師 2

1 歯科医師

薬剤師 通所介護

1 保健師 1 訪問介護

作業療法士 1 訪問看護 1

高支連 スクールソーシャ
ルワーカー 1 6

生活支
援CO

理学療法士 2

オレンジ協
力員 1 警察

消防

活動団体 3 31

〇出張包括（３回）とパト
ウォークにより町会を中心とし
た地域とのつながりを強化して
いる。
〇引き続き町会の活動の場に出
向き人がつながれる地域づくり
にむけ協働する。

〇｢地域共生」について複数
の場で議論や活動がされて
いるが、横のつながりが希
薄である。横につながる体
制づくり。

東部地
域包括
支援セ
ンター

9月8日

ボランティア

小金原 R3.11.15

市社協

地区社協

市社協

民生委員

ボランティア

町会

地区社協

民生委員

ア

〇地域住民主体の見守り活動
の状況を地域包括と共有し、
見守り体制を整備する。
〇新しいシステム(IT活用な
ど)を取り入れる。

介護事業者

イ

身寄りがなく、生活
に改善が必要である
自覚がない高齢者の
意思決定支援が必
要。

〇身寄りがない独居高齢
者。ADLの低下に伴い生
活に不安があるが改善の
ための意思決定ができな
い事例

〇段階的に本人が意思決定で
きるよう支援が必要な理由を
説明する。
〇信頼関係があるケアマネと
他機関が連携し支援する。

〇ケアマネ、多職種、他機関
や医師、看護師等の医療職か
らも助言を得て、複数人で支
援していく。

高齢になって心
身機能が低下し
た方の自宅での
生活を
　える

ケアマネ

地域包括

小規模多機 ウ

高齢期の心身機能低
下に伴い在宅での生
活を継続していく為
に、移動支援が必
要。

〇脳梗塞を繰り返しリハ
ビリ終了後もデイケアを
利用しているが、自宅が
集合住宅の５階であり昇
降に困難がある事例

町会

地域包括

〇昔から近所付き合いのある
住民の声掛け見守り体制を整
備していく。
〇緊急通報装置やあんしん見
守り電話を活用していく。

〇介護量の多い利用者、国外
に住む家族も含めて支援した
事例
〇認知症で意思表示ができな
い親と適正な判断ができない
子にケアマネが悩む事例

〇人とつながる場が果たす役割
が大きい。
〇コロナ禍でも十分な対策を講
じた上での活動の場の継続が重
要である。継続していた団体の
活動のとりくみを聞いて再開・
継続のヒントを得る。

合計

１．第１回地域
包括ケア推進会
議のふりかえり
２．活動の再開
にあたり心配や
困りごとはどん
なことか？
３．コロナ禍の
活動～医療の立
場から～
４．各活動の紹
介
６．地域共生に
むけて

ア

複合的な問題を抱え
た世帯への支援が必
要なケースが多い。

介護事業者

ケアマネ

〇緊急通報装置の設置条件
の緩和(携帯電話でも利用可
能にし、固定電話のない高
齢者への対応を可能にする)
シルバーカーの使用要件等
をCMに普及する。

特別養護老
人ホーム

市役所

ウ

合計

小規模多機
能

特別養護老
人ホーム

市役所

イ

3



包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

5 医師 1 7

歯科医師 2 1

1 薬剤師 1 通所介護 4

2 看護師 訪問介護 1

作業療法士 1 訪問看護 1

高支連 医療相談員 5

生活支
援CO

理学療法士 1 1

生活Co 1 1

消防

36

2 医師 1 2

1 歯科医師

1 薬剤師 1 訪問介護

2 看護師 訪問看護 1

作業療法士 福祉用具 1

高支連 医療相談員 1 4

生活支
援CO

1 理学療法士 1 1

行政書士 1

その他 2 1

24

介護事業者

イ

自助を高めるため共
助の立場から行える
普及活動とは

〇必要物資について何が必要
か等をリスト化する。

1.防災における
平時の備えと有
事の際の対応に
ついて

ア

地域とサービス事業
所で行える連携の内
容とは

〇事業所間での関係性の構
築。要支援者リストの活用や
登録を促す。

ウ

合計

市役所

地域包括
〇避難訓練に事業所職員や、
地域住民が参加し、有事の際
の避難経路を確保する。

〇要支援者リストの登録のた
めに、様々な機関やお店と連
携して声掛け、用紙を置いて
もらう。

〇民生委員の見守り活動や
市の避難行動要支援者避難
支援体制、家具転倒防止器
具等取付費助成事業等の情
報発信の強化

地域包括

常盤平
団地地
域包括
支援セ
ンター

11月4日

1.個別事例検討
から把握された
地域レベルの課
題について
２.地域レベルの
課題解決の取り
組みについて

ア

見守り不在・地縁の
欠如・孤立・認知
症・セルフネグレク
ト等の課題を抱える
人を災害時にどのよ
うに支援するか。

〇生活が困窮しており受
診できていない事例
〇医療やヘルパー支援を
受け入れない事例
〇物忘れで困っている認
知症の事例

〇顔なじみを増やしておく
〇安否確認について日ごろか
ら検討しておく
〇防災意識を持つ

〇イベント等で顔なじみ、声
掛けしやすい関係を作る
〇常盤平地区社協の「あんし
ん登録カード」を有効活用
〇防災訓練を実施する

ウ

市役所

ケアマネ

介護事業者

ボランティア

イ

明第２
東地域
包括支
援セン
ター

11月17日（

市社協

ボランティア

グループ
ホーム
小規模多機
能

合計

民生委員

町会

地区社協

ケアマネ

町会

地区社協

市社協

民生委員

特別養護老
人ホーム
小規模多機
能

4



包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

2 医師 1 2

歯科医師

薬剤師 1 通所介護

1 看護師 訪問介護 1

作業療法士 福祉用具 1

高支連 4 医療相談員 1 4

生活支
援CO

1 理学療法士 1 1

行政書士 1

その他 1 1

24

医師 1 3

1 歯科医師 1

1 薬剤師 1 通所介護 1

3 看護師 訪問介護

作業療法士 訪問看護 1

高支連
(重複)

1 医療相談員 1 2

生活支
援CO

1 理学療法士 2

マン
ション

1 警察

1 消防

2 言語聴覚士 1 24

・自宅で大人数集
まって担当者会議が
出来ない。
・病院での面会が制
限されており、退院
前に本人の様子確認
が出来ない。

〇介護保険の制度利用し
ている本人と障害の制度
を活用している子。支援
者同士の情報共有がしず
らく、定期的に担当者会
議ができればとの提案
あった事例

〇オンライン(ＺＯＯＭ・
LINE)で担当者会議実施。自
宅、ケアマネ、包括、病院、
各サービス事業者等をつな
ぐ。

〇オンラインの活用。新松戸地
区のCM事業所では半数がすでに
実施しているが利用者や事業所
に向けて活用の支援をする
〇併用していく事が大事。オン
ラインの弱い点はある。反面、
移動時間の短縮や参加しやすい
というメリットもある。

〇オンライン活用のための
タブレット等の貸し出し。
〇WiFi等、外でも使える環
境のインフラ化。

イ

・オンラインの環境
・様子が見えづら
く、体操の加減がわ
からなかったり、急
な体調不良等への対
応も難しい。人数が
増えれば増えるほど
把握しづらくなる。

〇配偶者の気持ちが変化
するたびにサービス利用
につながらず、今後の対
応に不安がある事例

〇ＺＯＯＭで体操教室実施。
講師と参加者の自宅をつなぐ
以外に、マンションの集会所
ともつないだ。また、本人だ
けでなく、家族も誘って一緒
に参加することも出来た。

〇オンラインに対して包括職員
が接続等の説明に伺うことは可
能。
コロナが落ち着いても、会場と
オンラインの体操、両方の開催
(集合とオンライン別々での開
催・併用)を検討。また、DVDや
動画の活用を促す。

〇オンライン活用のための
タブレット等の貸し出し。
〇WiFi等、外でも使える環
境のインフラ化。

ア

〇地域包括支援センターのチ
ラシをいつでも渡せるように
しておく。

〇拒否が強い場合、課題内
容によって（育児、病気、
障害等々）の情報収集の方
法について。

〇居場所作りでの場所の確
保

〇雨戸の開け閉めや洗濯物が
干してあるかなど、最低限の
活動の有無の把握。

〇地域の見守りを担う方の周
知と活用の推進。
〇回覧については町会に確
認。

〇セルフネグレクトに対す
る啓発活動。

新松戸 11月18日(木

①コロナ禍での
オンライン担当
者会議、カン
ファレンスにつ
いて

②コロナ禍での
オンラインを活
用しての体操教
室　集合での体
操との併用につ
いて

地区社協

町会 ケアマネ

地域包括

民生委員

介護事業者

市社協

保健師

企業

馬橋西
地域包
括支援
セン
ター

11月26日

テーマ【見守
り】
・障害、高齢等
の理由に関わら
ず困った時の相
談場所の周知が
必要。
・地域で課題に
気が付き解決に
結びつけていく
方法とは

介護事業者

ボランティア

イ

一戸建てや集合住宅
での違い。
自分の意志で関わり
を拒む方について。

〇近隣の見守りはある
が、本人の意欲低下等に
より近隣との関わりが難
しくなっていた事例

ウ

地域の見守りを担う
人はだれか。
回覧をまわさない世
帯について。

〇郵便物がたまっていて
孤独死していた事例。隣
近所からはいないと思わ
れていた。回覧もまわし
ていなかった事例

市役所

特別養護老
人ホーム
小規模多機
能

合計

町会

地区社協

市社協
ア

相談窓口について。
高齢者と障害者世帯
への支援について。

〇家族、地域住民の関係
性の希薄さも有り、本人
や地域住民が問題に気が
付きにくい。

〇薬局だけではなく、高齢者
がよく利用しているヤクルト
や新聞配達の事業所への窓口
の周知。

〇ケア会議だよりの作成、配
布。
〇地区社協などを通じて関係
事業所周りを行う。

〇繰り返し訪問し関係作りを
行う。相談をしていく気に
なった時にすぐに相談出来る
様に案内のチラシなどを渡
す。

市役所

特別養護老
人ホーム
小規模多機
能

合計

地域包括

ボランティア

民生委員

ケアマネ

5



包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

2 医師 1 1

歯科医師 1

1 薬剤師 1 通所介護

3 保健師 1 訪問介護

作業療法士 訪問看護 1

高支連 医療相談員 1 6

生活支
援CO

理学療法士 1 5

NPO協
議会

1 警察 1

消防 1

医療機器
メーカー

2 30

1 医師 4

1 歯科医師 1

薬剤師 通所介護 1

1 看護師 訪問介護

作業療法士 訪問看護 1

高支連 医療相談員 3

生活支
援CO

理学療法士 1 1

老人会 1 警察 1

消防 1

その他 4 22

六実六
高台地
域包括
支援セ
ンター

11月
17日
（水）
10：00
～
12：00

消費者被害にあ
わないための方
策について

ア

独居高齢者が消費者
被害にあわないよう
安全に生活するため
に地域でできること
は何か？

〇独居高齢者が悪徳商法
に遭っているケース

〇町会や近所の人と交流し、
情報共有する。
〇防犯カメラや照明、猛犬注
意のシールなど予防策を検討
する。
〇悪徳業者の手口が巧妙に
なってきているので、具体的
な事例を集めて周知・啓発す
る。

〇訪問時や運動教室など地域
住民の集まりの際、消費者被
害の注意喚起を行う。

ウ

市社協

民生委員

小規模多機
能

合計

地区社協

町会

地域包括

市役所

特別養護老
人ホーム

イ

〇市役所、警察、包括で連
携して情報発信、注意喚起
する。
〇防犯カメラや照明の設置
等、防犯に対する費用の助
成。

介護事業者

ボランティア

ケアマネ

明第1 11月19日

災害時の避難行
動要支援者に対
する支援体制・
ネットワークの
構築について
～平時からの声
かけ・見守りの
ために～

介護事業者

ボランティア

地域包括

市役所

グループ
ホーム
小規模多機
能

合計

ケアマネ

ア

地域との関係の希薄
化、他者からの介入
を拒む、発信力が弱
い方がいる一方、起
伏の多い地域であ
る。避難行動要支援
者名簿登録、活用推
進について検討が必
要。

〇名簿登録者を増やすため
の取り組み、名簿管理を含
めたシステム作り。
〇地域での支援者を増やす
ための取り組み、各避難所
の整備、支援体制の確保。
〇一地域でモデル地区を作
り、地域住民の特性、課題
を把握し、他地域とも共有
を図る。

〇がんを告知され、重度
知的障害を抱える子と生
きると決め、手術・化学
療法を受けたケース他

〇地域住民と民生委員との関
係作り、相手の顔がわかる関
係性が大切。
〇地域の施設での役割とし
て、平時より困ったことがあ
れば相談できるシステム作り
が必要。

〇避難行動要支援者名簿の役
員間での共有。
〇SNSの活用、双方向で繋が
る関係作り。
〇平時より、BCPについてケ
アマネと支援方法を共有。

イ

市社協

民生委員

町会

地区社協
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

医師 1 1

1 歯科医師

1 薬剤師 1 通所介護 1

1 看護師 福祉用具 1

作業療法士 1 訪問看護 1

高支連
中央保健セ
ンター

1 4

生活支
援CO

1
しぐなるあ
いず

1 1

女性センター
ゆうまつど

1 1

福祉まるご
と相談

2

基幹相談支援セン
ターCoCo 1 22

1 医師 1 9

1 歯科医師 1

0 薬剤師 3 通所介護 1

1 看護師 1 訪問介護 1

作業療法士 0 訪問看護 1

高支連 1 医療相談員 2 4

生活支
援CO

1 理学療法士 1 1

警察 0 1

消防 0 1

行政書士・
司法書士

6 39

本庁 11月17日

町会 ケアマネ

課題を抱える８
０５０世帯が早
期に知覚され、
早期の対応につ
ながるために、
各関係機関等が
どのように連携
を図ることがで
きるか

ア

〇課題のある8050世
帯の早期覚知、介入
が見逃されている。
〇世帯が把握されて
も適切な支援機関と
つながることが出来
ていない。

〇疾患を持つ高齢者と重
度障害の子をもつ世帯の
事例

〇地域住民へ向け多分野の相
談窓口の周知強化。
〇各関係機関が世帯全体にあ
る課題への意識強化と多分野
の窓口覚知、役割への相互理
解と連携を図る。

〇地域住民へ向け多分野の相
談窓口周知の機会をつくる。
〇民生委員への意識強化。
〇地域ケア会議等を通じて各
関係機関が集まる機会をつく
り関係強化に努める。

〇行政関係窓口各所におけ
る、8050世帯が抱える課題
への意識強化。多分野の窓
口覚知。

地区社協 介護事業者

市社協

民生委員

ボランティア

イ地域包括

市役所

生活支援課

ウ

合計

常盤平
地域包
括支援
セン
ター

11月18日

町会 ケアマネ

キーパーソン不
在の方の対応事
例について

ア

生存中（入院中や申
立て中）、死亡後の
金銭管理について支
援者が法に触れずに
金銭管理できる方法
や資源、備えが必要

〇判断能力はあるが身寄
りのない高齢者が急変
し、判断能力が低下した
ことで金銭管理が行えな
くなり、成年後見制度申
立て中に亡くなり債務整
理が行えなかった事例。

市役所

イ

身寄りのない方でも
サービスを受けやす
くするための体制整
備が必要

同上

〇各種制度・エンディング
ノート・ACP・自筆遺言等の
備えのセミナー実施・作成支
援
〇茶話会・パトウォーク等で
地域に情報提供
〇多職種・地域との連携
〇エンディングノートや助成
制度の啓発活動

〇住民がそれぞれ情報を得て
自分の最期をどのようにした
いか考え準備する

〇啓発活動や情報を得られる
場を準備する

〇身寄りのない方が備えを
準備するための啓発活動
〇法定相続人の調査委託
〇後見制度申立て・あんし
ん生活支援事業等の費用助
成）
〇既存制度（日常生活自立
支援事業、後見制度）を利
用しやすくする

地区社協 介護事業者

市社協

民生委員

ボランティア

地域包括

〇本人情報をシステム共有・
活用
〇サービス導入時にACPを聞
き取る
〇医療機関、薬局からの普及
啓発や声掛けの実施
〇「備えフェア」を開催する
〇茶話会やカフェでもしバナ
ゲームを実施する
〇商店や薬局で備えの出張講
座を実施する

〇地域の集いの場において備
えに関する啓発活動を実施

〇身寄りのない人が安心して
サービス利用ができるシステ
ムつくり

〇身寄りのない人に関する
情報（ACP、避難行動要支
援者等）を管理し共有でき
るシステム作り
〇上記の情報を収集する機
関、様式
〇身上監護を担う機関作り
〇あんしん生活支援事業に
遺言書作成もパックにする

特別養護老
人ホーム

小規模多機
能

合計
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

1 医師 1 3

1 歯科医師 1

1 薬剤師 1 通所介護 1

5 看護師 0 福祉用具 1

作業療法士 1 訪問看護 1

高支連 医療相談員 4

生活支
援CO

理学療法士 3

保健師 1 1

有識者 1 1

29

医師 1 3

歯科医師 1

薬剤師 1 通所介護 1

1 看護師 訪問介護

作業療法士 1 訪問看護 1

高支連 医療相談員 4

生活支
援CO

1 理学療法士 1 2

警察

消防

18

矢切地
域包括
支援セ
ンター

11月19日

町会 ケアマネ

コロナ禍におけ
るフレイル予防
について

ア

フレイル予防におけ
る「社会とのつなが
り」がない

〇コロナ禍で高齢者が外
出している姿を見かける
ことが少なくなった。町
会の行事も中止になり疎
遠になったケース

〇集いの場、行事に関しては
オンラインでも出来るよう方
法を検討する。
〇包括の事業の周知、民生委
員からの早期相談。

〇市で行っているオンライン
サロン体験講習会の活用
〇介護事業者等の協力による
矢切元気応援クラブの継続

地区社協 介護事業者

市社協

民生委員

ボランティア

イ

社会とつながるため
の手段がない

〇教室やイベントが再開
しても会場まで行かれな
いケース

〇移動支援やボランティアの
拡充を図る。

〇行事やイベントについて移
動支援を進めるとともに、移
動手段のない方が行きやすい
会場を提供してくれる施設等
の検討も考えていく。

地域包括

市役所

まつどNPO
協議会

ウ

フレイル予防も含め
た地域交流がしづら
い

〇回覧板や行事参加、安
否確認訪問自体を敬遠す
るケース

〇見守りについては電話やイ
ンターフォン越しで行い、安
心して利用できる活動の場を
作る。

〇人と話すだけで口腔機能低
下予防にも役立つため工夫し
て接点を持つようにする。

市民サポー
ター

合計

馬橋 11月4日

町会 ケアマネ
① 『本人が生き
がいをもてる居
場所づくり』
～これまでの居
場所づくりを一
歩すすめる「生
きがいづくり」
の場とは～
② 『世帯まるご
と支援をおこな
う見守り体制づ
くり』
～複合的に課題
を持つ家庭をま
るごと支援して
いくためには～

ア

これまでの居場所づ
くりを一歩すすめる
「生きがいづくり」
の場とは

〇妻が他界し、独居生活
となったご利用者が、再
び生きがいを持てるよう
な地域支援についての事
例

特別養護老
人ホーム

ウ

〇やりがいを求めている人達
等にもっと参加していただけ
うように工夫する。
〇参加者に役割を持っても
らったり、得意なことを引き
出しりする取り組みを行う。

〇現在行っているつどいの場
を継続して、地域にさらに浸
透させていく。
〇参加者を増やしていく。

〇居場所づくりのボラン
ティア活動をマイレージの
対象としたり、同じような
ポイントとして集めたりす
ることができる仕組みを作
る。

地区社協 介護事業者

市社協

民生委員

ボランティア

イ

複合的課題を持つ家
庭をまるごと支援し
ていくためには

〇要介護1、脳出血後片麻
痺の本人と認知症のあるh
配偶者の在宅支援につい
ての事例

〇専門職同士の横のつながり
と、非専門職との関わりを
作っていく。

〇日頃から地域での見守り活
動を行い、相手に認識される
存在になる。
〇専門職だけでなく他の方と
一緒に関わっていけるように
する

〇専門職と専門職以外の人
がチームとして関わってい
く際の行政サイドからの支
援

地域包括

市役所

小規模多機
能
合計
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

医師 6

歯科医師 2

1 薬剤師 1 通所介護

2 看護師 訪問介護

作業療法士 1 訪問看護 1

高支連 1 医療相談員 6

生活支
援CO

1 理学療法士 1 2

警察 1

消防

26

明第２
西

11月10日

町会 ケアマネ

要支援・要介護
高齢者の防災

ア

明２西地区は全域が
２ｍ以上浸水想定区
域である。

〇町会が自主防災の中心と
なっている。

〇町会連合が年に１回の避難
訓練を行っている。

〇浸水リスクの低い他地域
にある避難所への広域避難
のための移送方法（バスな
ど）を検討してほしい。

地区社協 介護事業者

市社協

民生委員

ボランティア

イ

災害時に自力で避難
所に行けない要支
援・要介護高齢者が
多い。

〇災害時の自助・共助につい
て、平時から要支援・要介護
高齢者・住民の防災意識を高
める。

〇平時での「防災相談」で自
助・共助に取り組む
〇町会の避難訓練に要支援・
要介護者がどうすれば参加で
きるかを検討する。

地域包括

市役所

特別養護老
人ホーム

ウ

地域住民と介護・福
祉・医療事業所の繋
がりが弱いため災害
時に連携がとりにく
い。

〇平時から町会・民生委員等
地域と福祉事業所の連携を高
めておく。

〇地域住民・福祉事業所との
合同の防災勉強会を開催す
る。小規模多機

能

合計

9
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